Gプロ～民法班～

動機の錯誤の取扱い
〈民法第９５条（錯誤）〉

意思表示は、法律行為の要素に錯誤があったときは、無効とする。

ただし、表意者に重大な過失があったときは、表意者は自らその無効を主張できない。
…イントロダクション…

～錯誤とは何か？～

表意者の意思と表示との間にズレがある場合、表示通りの効果を認めることは、表意者にとって酷なことである。従って、基本的に意思主義に立脚する民法は、錯誤による意思表示を無効とした。
…民法第９５条について…

	要件①
	法律行為の要素に錯誤」がある
	効果
	無効

	但書
	表意者に重過失があったとき
	効果
	表意者は無効主張できない


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※要素とは…意思表示の重要部分
要件①について…効果意思の欠缺を知らない表意者を保護するとともに、取引の安全のた　　　　　　　
　　　　　　　　め、無効主張を重大な錯誤に限るべきだから。

但書について…例外的に無効主張を認めない。

　　　　　　　著しく不注意であった表意者を保護する必要がないから。


…錯誤の態様について…




	①
	表示の錯誤
	表示意思と表示行為の不一致

	②
	内容の錯誤
	効果意思と表示意思の不一致

	③
	動機の錯誤
	動機と効果意思の不一致


…問題の提起…

①と②は、効果意思と表示行為にズレが生じているので、民法９５条が予定する錯誤（表示行為の錯誤）である。それに対し③は、効果意思と表示行為は一致しているので、本来民法９５条が予定している錯誤には含まれない、と考えられる。では、本当に動機に錯誤がある場合、民法９５条の適用がないのだろうか？

…動機の錯誤について…
民法９５条の趣旨は、錯誤に陥った表意者を保護しよう、というものである。したがって、その趣旨からは、動機の錯誤にも民法９５条が適用されるようにも思われる。しかし、相手方は容易にその存在を知りえないことから、民法９５条をそのまま適用すると取引の安全を害する恐れがでてくる。それでは、どの様に動機の錯誤を捉えたらよいのだろうか？
…動機の錯誤に対する三つの説…
①動機錯誤否定説（動機・意思区別説）
動機は意思表示に含まれないので、動機の錯誤が問題となることはない、とする説。
②動機表示錯誤説（動機・意思区別説）
　動機の錯誤は問題になり得ないが、しかし、その保護の必要性から動機が表示され、法律行為の内容となったときに限り、法律行為の錯誤となりうる、とする説。→判例
つまり・・・
　→動機の錯誤も、「自分はこの本をまだ持っていないから、一冊買っておきたい」というように動機が表示されていると、意志表示の内容となり、法律行為の要素となりうる。
③一元的構成説（動機・意思非区別説）
　動機の錯誤と他の錯誤との区別は必ずしも明瞭ではないので、錯誤は動機・意思を含めて考えるべきだ、とする説。→有力説
…三つの説に対する考え…
一元的構成
舟橋諄一先生･･･動機の錯誤も表示に対応する真意の欠缺を生ずる点で他の錯誤の場合と
異ならない
杉之原舜一先生･･･錯誤が問題となるのは表意者の主観には関係なく、当該事情のもとで正
常一般人がいかなる観念を呼び起こされるかによって定まる
川島武宜先生･･･意思と動機の区別は困難である
二元的構成（百選17 より）
我妻栄先生･･･動機の表示されることを要求することによって、表意者本人の保護と取引の
安全を調和させることができる
…一元的構成説の擁護…
錯誤をした表意者を守る必要があるのか？ましてや、動機については、表意者しか分からないにも関わらず相手方に対して故意・過失を要求することができるのか疑問に思い、表意者を最も養護していると考えられる、一元的構成説について考えてみることにした。
…一元的構成説について…

・ そもそも、動機の錯誤とその他の錯誤とでは実際上の区別は明確ではない。
・表示主義理論の立場からは動機と内心的効果意思とは質的に区別されるべきものではない。それゆえ、９５条から同期の錯誤のみ排除すべきでない。
・ 判例上、錯誤が問題となっている多くのものは動機の錯誤であって、動機の錯誤こそが錯誤の問題の主要な部分。
・ 動機の錯誤による無効主張を認めると取引の安全を害するというが、それはその他の錯誤でも同じこと。したがって、他の錯誤も取引の安全を害する点では同じであるから動機の錯誤だけ表示を要求し、他の錯誤に要求しないのでは一貫しない。
・ 動機の錯誤を考慮しても、意思表示が無効と認められるためには様々な要件を必要とするのだから、錯誤無効を認めすぎることにはならない。
・判例上錯誤が問題とされた事案のほとんどは動機の錯誤の事案であり、これを他の錯誤と区別して取り扱おうとすれば、95条の実効性は著しく狭められる。
・動機の錯誤が「錯誤」にあたるとしても他の錯誤と同じように無効主張が認められるためには種々の要件を必要とするから、無効を認めすぎることにはならない。よって取引の安全が害されることはない。
…結論…
　まだ話合っていないので、分りません。が、しかし、一元的構成説の立場には反対であることは確定している。そして、多分、私達の考えは二元的構成説の判例の立場と同じ立場、若しくは新しい立場を打ち出すと考えられる。
…判例集…
大判大６．２．２４　受胎良馬売買事件
Ｂは、Ａから馬一頭を買ったが、その際Ａの言葉から年齢１３歳で現に受胎しており、その来歴からも良馬を産むであろうと信じていた。これが事実と反していたため、Ｂ（原告）はＡ（被告）に対し、錯誤無効を主張した。
〈判決〉

判決は、物の性状ごときは法律行為の縁由にすぎず、その性状に錯誤があっても法律行為が無効となるものではないが、「表意者カ之ヲ以テ意思表示ノ内容ヲ構成セシメ、其性状ヲ具有セザルニ於テハ法律行為ノ効力ヲ発生セシムルコトヲ欲セズ、而モ取引ノ観念事物ノ常況ニ鑑ミ意思表示ノ主要部分ト為ス程度ノモノト認メ得ラレルトキハ是レ亦法律行為ノ要素ヲ成スヲ以テ、其錯誤ハ意思表示ノ無効ヲ来スベキモノ」とし、馬の売買では、その年齢及び受胎能力は意思表示の主要部分であるとして、Ｂの請求を認めた。
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